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１．はじめに 

地震は豪雨とともに、斜面崩壊の誘因となり、数多くの斜面崩壊を引き起こし、人命や財産に深刻
な被害を及ぼすことがある。そのため、地震による斜面崩壊発生箇所に影響を与える素因（地形、地
質）や誘因（地震力）に焦点を当てた研究が進められてきた。また、これらの素因・誘因を説明変数
として、既往地震の崩壊実績を経験的に評価する手法が多数提案されている例えば１）。このような手法
においては、地震による斜面崩壊に影響を与える最適な因子を選定することが重要である２）。 

ここで、地震による崩壊に影響を与えると言われている素因（地形、地質）は誘因（地震力）に影
響を及ぼすことが指摘されている３）、４）。これらを評価するために、有限要素法を用いた地震応答解
析５）や、山間地における地震動観測６）が行われているが、その成果を実際の予測に反映させるため
には、地下情報の取得の必要性や広域的な地震観測網の整備等実務上の課題がある。 

一方、地震による斜面崩壊は、すべりに抵抗する力（素因）とすべりを起こそうとする力（誘因）
の関係で規定されていると考えられることから７）、崩壊の実績から素因・誘因を分析することで、両
者の因果関係を明らかにできると考えられる。本研究は過去の斜面崩壊が多発した地震の崩壊事例を
元に、地震による崩壊と誘因（地震力）の関係を明らかにした上で、素因（地形・地質）がその関係
に与える影響を分析し、両者が相互に与える影響を評価するものである。なお、誘因について、本研
究では断層からの距離を指標として採用した。 

 
２．データセット作成 

対象とする地震は2004年新潟県中越地震（中越と呼称）と、2000年鳥取県西部地震（鳥取と呼称）
と、の２つである。鳥取、中越の対象領域の面積は断層を中心としてそれぞれ739、813km2、崩壊数は
それぞれ10581、718箇所である。崩壊地は地震後１～13日後の間に撮影された縮尺1/12500～10000の
空中写真から判読し、GIS上で崩壊地ポリゴンデータを作成した。また、対象範囲内を10ｍメッシュに
区切り、崩壊地ポリゴンデータと重ね合わせ、崩壊地ポリゴンが少しでも重なったメッシュを崩壊メ
ッシュとした。また、ある条件を満たす全メッシュに対する崩壊メッシュの割合を、その条件の崩壊
面積率と呼称する。 
斜面勾配は、1/25000地形図を元に作られた10ｍDEMを用いて、メッシュごとに算出した。地質は、

産業技術総合研究所地質調査総合センターが刊行している20万分の１地質図から、岩種により火山岩、
堆積岩、深成岩、変成岩に分類し、ポリゴンデータを作成した。断層距離については、矩形の地震断
層のうち、最も地表面に近い長辺を地表面に投影し、線状にモデル化した。地震断層から各メッシュ
までの距離を計算した。 
中越の検討領域内の岩質は火

山岩と堆積岩の２種類が見られ
る。そのうち火山岩は、占有面
積がきわめて小さいため、本研
究の検証対象からは除外した。
鳥取の検討対象領域の岩質は火
山岩、深成岩、堆積岩、変成岩
と４種類が見られる。そのうち
堆積岩と変成岩については、占
有面積が小さいため、本研究の
検証対象からは除外した。 
 
３．検討結果 

図-1より崩壊面積率は断層
距離２km内の全メッシュに対す
る崩壊メッシュの割合を示す。
中越は断層距離が大きくなるに
従い、崩壊面積率は低くなる傾
向が確認できる。一方、鳥取は
断層距離が小さい領域0-10kmの
範囲では断層距離が大きくなる
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図-1 全メッシュの占有割合と崩壊面積 
（上：中越、下：鳥取） 



に従い、崩壊面積率は低くなるが、
16kｍより大きくなると崩壊面積
率が高くなる傾向が確認できる。
また、断層距離0-2kmにおいて、中
越の崩壊面積率は鳥取の61倍であ
った。一方、中越の内、最も遠い
断層距離区分である18-20kmにお
いては、中越の崩壊面積率は鳥取
の約６倍であった。 

断層距離が0-4kmの崩壊面積率
に対する比を勾配毎に整理した結
果を図-2に示す。中越は断層距離
が0-4kmの崩壊面積率に対する比
は勾配による違いは小さく、断層
距離が4km以上の範囲では、断層距
離が大きくなるに従い断層距離が
0-4kmの崩壊面積率に対する比は
ほぼ直線的な関係を有していた。
一方、鳥取は、断層距離が0-12km
の範囲では断層距離が大きくなる
と崩壊面積率の比は低くなるが、
断層距離が12kｍより大きくなる
と崩壊面積率の比が高くなる傾向
が確認できる。この傾向は、勾配
によらず共通していた。 

図-3に示すように、鳥取におけ
る火山岩、深成岩ともに、断層距
離8-12kmで崩壊面積率の比が最も小さく、断層距離が12～24kmの範囲では断層距離が大きくなると、
崩壊面積率が増加していく傾向にあった。この関係はほぼ全ての勾配に共通して見られた。 
 
４．考察 
 図-2より、中越においては、断層からの距離の違いが斜面崩壊面積率に及ぼす影響は斜面勾配よら
ずほぼ同じ傾向を示した。さらに、鳥取においても、火山岩・深成岩のそれぞれの地域で、断層から
距離ごとの斜面崩壊面積率の大小関係は、斜面勾配によらず、ほぼ同じであった。これらの結果に基
づくと、断層からの距離と地震による斜面崩壊の発生確率は、斜面勾配に依存しない、と言える。こ
れまで、地震による斜面崩壊発生確率は断層から遠くなるに従い低下することが示されてきた例えば8）。
これに対して、鳥取では、断層距離が大きくなると崩壊面積率が一度低下するが、さらに断層距離が
大きくなると同じ地質で同じ斜面勾配であっても、崩壊面積率は増加した。鳥取で見られた断層から
距離と地震の斜面崩壊発生確率の負の相関は、地震動が局所的な領域で伝播経路特性などが影響した
増幅が生じていたことによる可能性が考えられる。言い換えれば、断層からの距離では、十分に表現
できない加速度の分布状況を斜面崩壊の発生状況は示している可能性が示唆される。 

また、図-3より、各地質によって断層からの距離の変化に対する斜面崩壊面積率の増加の割合に、
明瞭な傾向は見られない。このことから、断層からの距離と地震による斜面崩壊の発生確率は、地質
に依存しない、と言える。 
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図-3 断層距離に対する岩質区分の占有面積の関係（鳥取、

左：火山岩、右：深成岩） 

0-4 4-8 8-12 12-16 16-20 20-24 24-28
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

 

 

崩
壊
面
積
率

（
断

層
か

ら
の

距
離

0
-
4
k
m
を

基
準

）

勾配
 20度
 30度
 40度
 50度

0-4 4-8 8-12 12-16 16-20 20-24 24-28

  

 

断層からの距離（km） 

図-2 断層距離に対する岩質区分の占有面積の関係（左：中

越、右：鳥取）


